
　

（証券コード：4369）
平成23年４月12日

株 主 各 位
山 梨 県 上 野 原 市 上 野 原 8154 番 地 217

株式会社トリケミカル研究所
代 表 取 締 役 社 長 斎藤 隆

第33期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。

　さて、当社第33期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、お手数ながら同封の議決権

行使書用紙に賛否をご表示のうえ、平成23年４月26日（火曜日）午後４時30分までに

折り返しご送付いただきたくお願い申し上げます。

敬 具

記

１. 日 時 平成23年４月27日（水曜日）午前10時

２. 場 所 東京都八王子市本町24番１号

八王子市芸術文化会館 いちょうホール １階 第１展示室

昨年の開催場所において、計画停電の影響等により会場の利用が出来なくな
る可能性のあることから、円滑な総会運営のため当社第33期定時株主総会に
限り、本会場で開催することとなりました。ご来場の際は末尾に記載の「株
主総会会場ご案内図」をご参照いただき、お間違えないようご注意下さい。

３. 目 的 事 項
報 告 事 項 １．第33期（平成22年２月１日から平成23年１月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人

及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第33期（平成22年２月１日から平成23年１月31日まで）

計算書類の内容報告の件
決 議 事 項

　議 案 剰余金の処分の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出

　くださいますようお願い申し上げます。

◎招集通知添付書類並びに株主総会参考書類の記載事項を修正する必要が生じた

　場合には、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト

　（http://www.trichemical.com）に掲載いたしますのでご了承ください。
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(添付書類)

事  業  報  告

（自 平成22年２月１日
至 平成23年１月31日）

１. 企業集団の現況に関する事項

　(1) 事業の経過及び成果

当連結会計年度における我が国経済は、円高や長引くデフレ、厳しい雇用情勢

が続く等、予断を許さない状況にありましたが、一方ではアジア諸国を中心とし

た海外の経済状況の改善を受け、緩やかな持ち直しの見られる状況にありました。

当社グループの主要な販売先であります半導体業界におきましても、主に中国

を中心とするアジア地域に向けた輸出増や、エコロジー関連の各種経済対策の効

果等により、デジタル家電、パソコン、自動車、タブレットＰＣ等に向けた需要

が堅調に推移いたしました。

このような状況下、当社グループにおきましては、開発力の強化に努めるとと

もに、太陽電池、光ファイバー等、半導体以外の分野への材料拡販にも注力いた

しました。併せて、生産性の向上及び経費の削減等、更なる経営の効率化にも努

めてまいりました。

　その結果、売上高は3,192,701千円（前年同期比33.2％増）となり、営業利益は

236,022千円（前年同期は131,363千円の損失）、経常利益は215,977千円（同

168,245千円の損失）、当期純利益は155,009千円（同153,030千円の損失）となり

ました。

　なお、販売実績にかかる所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

① 日本

　日本におきましては、国内ユーザーのみならず、アジア地域のユーザーに向け

ても販売量が増加いたしました。一方、利益面におきましても、円高の影響はあ

ったものの、引き続き原価圧縮、経費削減に取り組んでまいりました結果、売上

高は3,047,020千円（前年同期比32.4％増）となり、営業利益は229,618千円（前

年同期は133,670千円の損失）となりました。

② 北米

　北米地域におきましては、米国子会社TCLC, INC.の同地域における販売が堅調

に推移いたしました。その結果、売上高は145,680千円（前年同期比52.0％増）と

なり、営業利益は10,213千円（前年同期は95千円の損失）となりました。
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　(2) 設備投資等の状況

当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は163,730千円であり、その主なも

のは、製品出荷用容器等によるものであります。

　(3) 資金調達の状況

　特に記載すべき資金調達は行っておりません。

　(4) 対処すべき課題

当社は、高付加価値のウルトラファインケミカルサプライヤーとして最先端テ

クノロジーの発展に貢献すべく、中長期的な成長・拡大路線の維持、また、厳し

い経営環境下においても耐えうる市場競争力の維持に向けた諸施策として、以下

に掲げる項目を経営戦略の基本方針とした事業展開を行い、継続的成長の達成を

目指すとともに企業価値の最大化に努めてまいります。

まず、新たな進化と成長を実現する経営基盤の強化のため、半導体・太陽電

池・光ファイバー等、様々な先端産業に向けた当社化学材料の開発・供給・販売

体制を強化することで安定した成長を図ってまいります。

また、第二工場を中心として設備の増強を図り、次世代半導体向けの新規化学

材料の量産化を目的とした中長期的な製造・開発能力の強化とコスト削減を図っ

てまいります。

最後に社外との連携、共同開発を推進し、事業のスピードアップを図ってまい

ります。

　 今後も業績の向上に努め、株主各位のご期待に添う所存でございます。

　株主の皆様におかれましては、今後とも倍旧のご支援ご鞭撻を賜りますよう心

よりお願い申し上げます。

― 3 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2011年03月30日 17時01分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.20 20100222_01）



　

　(5) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第30期

(平成20年１月期)
第31期

(平成21年１月期)
第32期

(平成22年１月期)
第33期

(平成23年１月期)
(当連結会計年度)

売 上 高 (千円) 3,601,779 3,244,854 2,397,209 3,192,701

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 ( △ )

(千円) 628,113 321,902 △168,245 215,977

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) 369,798 150,652 △153,030 155,009

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) 66.51 21.67 △21.51 21.94

総 資 産 (千円) 3,803,841 4,053,917 3,966,668 3,993,355

純 資 産 (千円) 2,244,584 2,391,938 2,195,766 2,323,023

１株当たり純資産額 (円) 329.66 334.13 310.94 328.33

(注) １株当たり当期純利益又は当期純損失は、普通株式の期中平均発行済株式数（自己株式控除後）
に基づき算出しております。また、１株当たり純資産額は、普通株式の期末発行済株式数（自
己株式控除後）に基づき算出しております。

　(6) 重要な子会社等の状況

　① 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

TCLC, INC. 100,000米ドル 100.0％ 化学薬品の販売

　② 重要な関連会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

㈱エッチ・ビー・アール     30,000千 円 49.0％ 臭化水素の製造・販売

Techno Trichem

Laboratory Corporation

　500,000千韓国

ウォン
49.0％ 化学薬品の製造・販売

　(7) 主要な事業内容

　当社グループは、Si半導体用、光ファイバー用高純度化学化合物の開発、製造

及び販売を主な事業としております。
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　(8) 主要な営業所及び工場

　① 当社

本社、工場 　 山梨県上野原市

上野原第二工場 　 山梨県上野原市

関西営業所 　 大阪府吹田市

台湾支店 　 台湾新竹縣

　② 子会社

TCLC, INC. 　 米国カリフォルニア州

　(9) 使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

95名 ８名減 35.3歳 9.0年

(注) パート10名は含んでおりません。

　(10) 主要な借入先

借 入 先 借 入 額

千円

㈱ 山 梨 中 央 銀 行 400,000

㈱ 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 331,024

㈱ 商 工 組 合 中 央 金 庫 266,850

㈱ 日 本 政 策 金 融 公 庫 205,150

㈱ み ず ほ 銀 行 140,000

２．会社の株式に関する事項

 (1) 発行可能株式総数 27,240,000株

 (2) 発行済株式の総数 7,075,238株 （自己株式84,922株を除く。）

 (3) 株主数 980名
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 (4) 大株主(上位10名)

株 主 名
所 有 株 式 数
(持 株 比 率)

株 ％

Ｊ Ｓ Ｒ ㈱ 1,432,100 20.24

竹 中 潤 平 1,018,460 14.39

相 澤 康 雄 584,540 8.26

斎 藤 隆 411,810 5.82

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 ㈱ （信 託 口） 374,500 5.29

㈱ 山 梨 中 央 銀 行 300,000 4.24

ジャフコ・ジー九（ビー）号投資事業有限責任組合 283,000 3.99

ジャフコ・ジー九（エー）号投資事業有限責任組合 240,900 3.40

ト リ ケ ミ カ ル 研 究 所 従 業 員 持 株 会 234,700 3.31

ノーザン トラスト カンパニー エイブイエフシー リ
ノーザン トラスト ガンジー ノン トリーティー クライアンツ

183,600 2.59

（注) 持株比率は、自己株式（84,922株）を控除して計算しております。

３．会社の新株予約権等に関する事項

　(1) 当事業年度末日における新株予約権の状況

　 ① 新株予約権の数

第２回新株予約権 390個

第３回新株予約権 253個

第４回新株予約権 219個

　 ② 目的となる株式の種類及び数

第２回新株予約権 普通株式 390,000株（新株予約権１個につき1,000株)

第３回新株予約権 普通株式 253,000株（新株予約権１個につき1,000株)

第４回新株予約権 普通株式 219,000株（新株予約権１個につき1,000株)
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　 ③ 当社役員の新株予約権の保有状況

回次(行使価額) 行使期間 個数 保有者数

取締役

第２回（200,000円）
平成20年12月28日～
平成26年12月27日

79個 ４名

第３回（200,000円）
平成21年９月１日～
平成27年８月31日

47個 ４名

第４回（220,000円）
平成22年４月28日～
平成28年４月27日

95個 ３名

監査役

第２回（200,000円）
平成20年12月28日～
平成26年12月27日

21個 １名

第３回（200,000円）
平成21年９月１日～
平成27年８月31日

９個 １名

　(2) 当事業年度中に交付した新株予約権の状況

      該当事項はありません。

４．会社役員に関する事項

　(1) 取締役及び監査役の状況

氏 名 地位及び担当 重要な兼職の状況

竹 中 潤 平 取締役相談役

斎 藤 隆 取締役社長（代表取締役）
TCLC, INC. 代表取締役社長
㈱エッチ・ビー・アール 代表取締役社長

菅 原 久 勝 取締役（技術製造本部長）

砂 越 豊 取締役（管理本部長） ㈱遊無有 代表取締役社長

太 附 聖 取締役（営業本部長）

木 曽 幸 一 常勤監査役

伊 藤 晶 夫 監査役

梅 澤 宣 喜 監査役

勝 又 喜代治 監査役

(注) １ 監査役 伊藤晶夫、梅澤宣喜、勝又喜代治の各氏は、社外監査役であります。なお各氏は
㈱大阪証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員
であります。

２ 監査役 伊藤晶夫氏は公認会計士・税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相
当程度の知見を有するものであります。

３ 監査役 梅澤宣喜氏は長年にわたる経理業務の経験を有しており、財務及び会計に関する
相当程度の知見を有するものであります。

― 7 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2011年03月30日 17時01分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.20 20100222_01）



　

　(2) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支給人員 報酬等の額

取 締 役

(うち社外取締役)

５名

( － )

80,527千円

(    －    )

監 査 役

(うち社外監査役)

４名

(３名)

22,677千円

( 7,800千円)

合 計 ９名 103,204千円

　(3) 社外役員に関する事項

　 ① 重要な兼職先と当社との関係

　 該当事項はありません。

    ② 当事業年度における主な活動状況

　監査役伊藤晶夫氏は当事業年度開催の取締役会19回のすべてに出席し、ま

た、監査役会12回のすべてに出席し、主に公認会計士・税理士として得た専

門的見地から、意見を述べております。

　監査役梅澤宣喜氏は当事業年度開催の取締役会19回のすべてに出席し、ま

た、監査役会12回のすべてに出席し、主に財務及び会計に関する豊富な経験

から、意見を述べております。

　監査役勝又喜代治氏は当事業年度開催の取締役会19回のうち16回に出席し、

また、監査役会12回のすべてに出席し、主に企業経営に関する豊富な見識に

基づき、意見を述べております。

　 ③ 責任限定契約の内容の概要

　当社の社外監査役は、会社法第423条第１項の責任につき、会社法第425条

第１項に規定する最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度としており

ます。

５．会計監査人の状況

　(1) 会計監査人の名称

新日本有限責任監査法人

　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　 ① 会計監査人としての報酬等の額 19,600千円

　 ② 当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

　 19,600千円

(注）当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記①の金額にはこれ
らの合計を記載しております。
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　(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

　(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

会計監査人が職務上の義務に違反し、又は職務を怠り、もしくは会計監査人と

して相応しくない非行があり、当社の会計監査人であることにつき当社にとって

重大な支障があると判断したときは、監査役会は会社法第340条の規定により会計

監査人の解任を決定いたします。また、その他会計監査人であることにつき支障

があると判断されるときは、解任又は不再任の議案を株主総会に提出いたします。

　(5) 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。

６．業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおり

であります。

　(1) 取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

企業倫理規程を制定し、コンプライアンス体制に係る規定を役員・従業員が法

令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるための行動規範とする。また、その

徹底を図るため、コンプライアンス担当取締役をその責任者として管理本部管理

部においてコンプライアンスの取り組みを横断的に統括することとし、同部を中

心に役員・従業員への教育等を行う。

　内部監査室は、管理部と連携し、コンプライアンスの状況について監査する。

　これらの活動は、定期的に取締役会及び監査役会に報告されるものとする。

　さらに、役員・従業員がコンプライアンス上の問題点を発見した場合は速やか

に管理部、常勤監査役又は顧問弁護士等に通報（匿名も可）、報告する体制を構築

する。会社は通報内容を秘守し、通報者に対して不利益な取り扱いは行わない。

　(2) 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒体（以

下、「文書等」という。）に記録し、保存する。取締役及び監査役は、文書管理規

程により、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。
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　(3) 損失の危機の管理に関する規程その他の体制

コンプライアンス担当取締役を全社のリスクに関する統括責任者として任命し、

管理部において、コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ及び

輸入管理等に係る当社全体のリスク管理を網羅的、総括的に管理する。新たに生

じたリスクについては取締役会において速やかに対応責任者となる取締役を任命

する。

　内部監査室は、各部門ごとのリスク管理の状況を監査し、その結果を定期的に

コンプライアンス担当取締役及び取締役会に報告し、取締役会において改善策を

審議・決定する。

　(4) 取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会は、取締役、従業員が共有する全社的な目標を定め、業務担当取締役

はその目標達成のために各部門の具体的目標及び会社の権限分配、意思決定ルー

ルに基づく権限分配を含めた効率的な達成の方法を定め、ITを活用して取締役会

が定期的に進捗状況をレビューし、改善を促すことを内容とする、全般的な業務

効率化を実現するシステムを構築する。

　具体的には、下記の経営管理システムを用いて、取締役の職務執行の効率化を

図る。

　 ① 定例の取締役会を毎月１回開催し、重要事項の決定並びに取締役の職務執行

の監督等を行う。

　 ② 月例の取締役及び部門長をメンバーとした経営戦略会議において年１回将来

の事業環境を踏まえた中期経営計画、年度予算を策定し、全社的な目標を設

定し、取締役会の承認を得るものとする。各拠点、部門においては、その目

標達成に向けた具体策を立案、実行する。

　 ③ 当社の基幹システムを活用し、月次、四半期業績管理を実施する。

　 ④ 取締役会・経営戦略会議による月次業績のレビューと改善策の立案、実施を

する。

　(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正性を確保するための体制

今後、当社が子会社を設立等した場合、子会社に関して責任を負う取締役を任

命し、コンプライアンス、リスク管理体制を構築する権限を与え、当社管理部は

これらを横断的に推進し、管理する。 

　なお、関連会社の経営については、その自主性を尊重しつつ、事業内容の定期

的な報告と重要案件についての事前協議を行う。
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　(6) 監査役会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人

に関する体制並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

現在監査役の職務を補助する使用人はいないが、必要に応じて、監査役の業務

補助のためのスタッフを任命することとし、その人事については、取締役と監査

役が意見交換を行う。

　また、監査役は内部監査室長及びその所属員に監査業務に必要な事項を命令す

ることができるものとし、命令を受けた者は、その命令に対して、取締役、内部

監査室長の指揮命令を受けないものとする。

　

　(7) 取締役及び使用人が監査役会に報告するための体制その他の監査役会への報告

に関する体制

取締役又は使用人は、監査役会に対して、法定の事項に加えて当社及び当社グ

ループに重要な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、コンプライアンス委員

会・管理部への通報状況及びその内容を速やかに報告する体制を整備する。 

　その報告は、コンプライアンス担当取締役が常勤監査役に対して、適時迅速に

行うものとする。

　

　(8) その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役会と代表取締役社長との間で定期的な意見交換会を実施する。また、監

査役会に対して、必要に応じて弁護士、会計士等の専門家を雇用し、監査業務に

助言を受ける機会を保証する。

　なお、監査役は当社の会計監査人から会計監査に関する内容について説明を受

けるとともに、情報交換等の連携を図る。

７．株式会社の支配に関する基本方針

該当事項はありません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表
(平成23年１月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 1,906,275 流 動 負 債 1,350,416

現 金 及 び 預 金 406,419 買 掛 金 85,141

受取手形及び売掛金 1,150,861 短 期 借 入 金 900,000

商 品 及 び 製 品 19,143 1年内返済予定の長期借入金 145,264

仕 掛 品 110,880 リ ー ス 債 務 4,616

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 186,660 未 払 法 人 税 等 35,035

繰 延 税 金 資 産 24,322 賞 与 引 当 金 36,121

そ の 他 9,988 そ の 他 144,237

貸 倒 引 当 金 △1,998 固 定 負 債 319,915

固 定 資 産 2,087,079 長 期 借 入 金 304,840

有 形 固 定 資 産 1,979,393 リ ー ス 債 務 10,745

建 物 及 び 構 築 物 673,224 繰 延 税 金 負 債 330

機械装置及び運搬具 324,402 退 職 給 付 引 当 金 3,999

工具、器具及び備品 334,417 負 債 合 計 1,670,332

土 地 608,641 (純 資 産 の 部)

リ ー ス 資 産 14,630 株 主 資 本 2,363,073

建 設 仮 勘 定 24,076 資 本 金 741,682

無 形 固 定 資 産 7,465 資 本 剰 余 金 642,682

そ の 他 7,465 利 益 剰 余 金 1,000,797

投資その他の資産 100,220 自 己 株 式 △22,089

投 資 有 価 証 券 96,674 評価・換算差額等 △40,049

そ の 他 8,433 その他有価証券評価差額金 △7,197

貸 倒 引 当 金 △4,887 為替換算調整勘定 △32,852

純 資 産 合 計 2,323,023

資 産 合 計 3,993,355 負 債 純 資 産 合 計 3,993,355

(注) 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

（自 平成22年２月１日
至 平成23年１月31日）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 3,192,701

売 上 原 価 1,959,605

売 上 総 利 益 1,233,096

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 997,073

営 業 利 益 236,022

営 業 外 収 益

受 取 利 息 184

受 取 配 当 金 110

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 1,815

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 1,191

還 付 加 算 金 1,621

そ の 他 1,651 6,573

営 業 外 費 用

支 払 利 息 18,446

為 替 差 損 6,061

そ の 他 2,111 26,618

経 常 利 益 215,977

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 215,977

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 33,139

法 人 税 等 調 整 額 27,828 60,968

当 期 純 利 益 155,009

(注) 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（自 平成22年２月１日
至 平成23年１月31日）

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

前 期 末 残 高 741,682 642,682 848,248 △23,054 2,209,559

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 ― ― 155,009 ― 155,009

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― △9,695 △9,695

自 己 株 式 の 処 分 ― ― △2,460 10,660 8,200

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

― ― ― ― ―

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 152,548 964 153,513

当 期 末 残 高 741,682 642,682 1,000,797 △22,089 2,363,073

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
為替換算調整勘定 評価・換算差額等合計

前 期 末 残 高 △4,701 △9,092 △13,793 2,195,766

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 ― ― ― 155,009

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― △9,695

自 己 株 式 の 処 分 ― ― ― 8,200

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△2,496 △23,759 △26,256 △26,256

当 期 変 動 額 合 計 △2,496 △23,759 △26,256 127,257

当 期 末 残 高 △7,197 △32,852 △40,049 2,323,023

(注) 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１ 連結の範囲に関する事項

子会社は全て連結の範囲に含めております。

連結子会社の数 １社

連結子会社名 TCLC, INC.

２ 持分法の適用に関する事項

関連会社は全て持分法を適用しております。

持分法適用の関連会社数 ２社

会社名 ㈱エッチ・ビー・アール

Techno Trichem Laboratory
Corporation

３ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

① 有価証券

その他有価証券

　 時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）

　 時価のないもの 移動平均法による原価法

② たな卸資産 総平均法による原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）

ただし、貯蔵品の容器は個別法による原

価法（収益性の低下による簿価切下げの

方法）
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(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

① 有形固定資産（リース資

産を除く）

定額法によっております。

ただし、取得価額10万円以上20万円未満

の少額減価償却資産については３年間の

均等償却によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであり

ます。

　建物及び構築物 ７～40年

　機械装置及び運搬具 ４～８年

　工具、器具及び備品  ２～15年

② 無形固定資産（リース資

産を除く）

定額法によっております。

ただし、ソフトウエア（自社利用分）に

ついては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっておりま

す。

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引

に係るリース資産については、リース期

間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権等の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員賞与の支払に備えるため、将来の

支給見込額のうち当連結会計年度の負担

額を計上しております。
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③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務の見込

額に基づき、当連結会計年度末において

発生していると認められる額を計上して

おります。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処理してお

ります。

各連結会計年度の数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額法

により、それぞれの発生年度の翌連結会

計年度から費用処理することとしており

ます。

(4) その他連結計算書類作成のた

めの基本となる重要な事項

① 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社TCLC, INC.の決算日は、12月

31日であります。連結計算書類の作成に

当たっては、同決算日現在の計算書類を

使用しております。ただし、１月１日か

ら連結決算日１月31日までの期間に発生

した重要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。

② 外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負債は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場により円貨に

換算し、換算差額は純資産の部における

為替換算調整勘定に含めて計上しており

ます。

③ 消費税等の会計処理方法 税抜方式を採用しております。

４ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

全面時価評価法を採用しております。
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連結貸借対照表に関する注記

１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

建物及び構築物 373,382千円

土地 299,581千円

　合計 672,964千円
担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 150,250千円

長期借入金（1年内返済予定の長期借入金含む） 237,874千円

　合計 388,124千円

２ 有形固定資産の減価償却累計額 1,289,474千円

連結株主資本等変動計算書に関する注記

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 7,160,160 ― ― 7,160,160

２ 剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 該当事項はありません。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度となるもの

決議予定 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり配当額

(円）
基準日 効力発生日

平成23年４月27日

定時株主総会
普通株式 35,376 利益剰余金 5 平成23年１月31日 平成23年４月28日

３ 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除

く。）の目的となる株式の種類及び数

普通株式 862,000株
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金融商品に関する注記

１ 金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社グループでは、一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、資

金調達については銀行等金融機関からの借入による方針であります。また、投

機的な取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。また、外貨建の営業債権は為替の変動リスクにも晒されております。

投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、

市場価格の変動リスク及び発行体の信用リスクに晒されております。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入

金は主に設備投資に係る資金調達であります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループの与信管理規程等に従い、毎月、取引先ごとの期日管理及び

残高管理を行い、信用状況を把握するとともに主要な取引先の状況を定期的

に調査し、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図ってお

ります。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状

況の把握を行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリス

ク）の管理

当社グループでは、適時に資金繰計画を作成するなどの方法により流動性

リスクを管理しております。

  （4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に

は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変

動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該

価額が変動することがあります。
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２ 金融商品の時価等に関する事項

平成23年１月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認め

られるものは含まれておりません（（注２）参照）。

連結貸借対照表計上額
(千円)

時価
 (千円）

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 406,419 406,419 ―

(2) 受取手形及び売掛金 1,150,861

貸倒引当金(※１) △1,998

1,148,862 1,148,862 ―

(3) 投資有価証券

その他有価証券 8,398 8,398 ―

資産計 1,563,679 1,563,679 ―

(4) 短期借入金 900,000 900,000 ―

(5) 長期借入金(※２) 450,104 452,913 2,809

負債計 1,350,104 1,352,913 2,809

(※１)受取手形及び売掛金に対応する貸倒引当金を計上しております。

(※２)１年以内に期限到来の流動負債に含まれている長期借入金を含めております。

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

（3）投資有価証券

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

負債

（4）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

（5）長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った

場合に想定される利率で割り引いて算出する方法によっております。
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
連結貸借対照表計上額

(千円)

非上場株式 26,039

関係会社株式 62,236

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

るため、注記対象には含めておりません。

(追加情報)

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成

20年３月10日）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しております。

１株当たり情報に関する注記

１ １株当たり純資産額 328円 33銭

２ １株当たり当期純利益 21円 94銭

重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書

平成２３年３月１５日

株式会社 トリケミカル研究所

　 取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
公認会計士 原 勝彦 ㊞

業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
公認会計士 小林 宏 ㊞

業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
公認会計士 前田 隆夫 ㊞

業 務 執 行 社 員

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社トリケミカル
研究所の平成２２年２月１日から平成２３年１月３１日までの連結会計年度の連結
計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算
書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者に
あり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明するこ
とにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示が
ないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することを含んでい
る。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断
している。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、株式会社トリケミカル研究所及び連結子会社から
成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載
すべき利害関係はない。

以 上
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貸 借 対 照 表
(平成23年１月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 1,858,275 流 動 負 債 1,349,860

現 金 及 び 預 金 362,532 買 掛 金 84,625

受 取 手 形 417,078 短 期 借 入 金 900,000

売 掛 金 736,875 1年内返済予定の長期借入金 145,264

商 品 及 び 製 品 15,804 リ ー ス 債 務 4,616

仕 掛 品 110,880 未 払 金 89,680

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 186,660 未 払 費 用 29,176

前 払 費 用 8,760 未 払 法 人 税 等 35,035

繰 延 税 金 資 産 20,894 前 受 金 7,966

そ の 他 658 預 り 金 17,028

貸 倒 引 当 金 △1,869 賞 与 引 当 金 36,121

固 定 資 産 2,076,068 そ の 他 343

有 形 固 定 資 産 1,979,393 固 定 負 債 319,585

建 物 595,853 長 期 借 入 金 304,840

構 築 物 77,371 リ ー ス 債 務 10,745

機 械 及 び 装 置 323,611 退 職 給 付 引 当 金 3,999

車 両 運 搬 具 791

工具、器具及び備品 334,417 負 債 合 計 1,669,445

土 地 608,641 (純 資 産 の 部)

リ ー ス 資 産 14,630 株 主 資 本 2,272,097

建 設 仮 勘 定 24,076 資 本 金 741,682

無 形 固 定 資 産 7,465 資 本 剰 余 金 642,682

ソ フ ト ウ エ ア 3,785 資 本 準 備 金 642,682

そ の 他 3,680 利 益 剰 余 金 909,821

投資その他の資産 89,209 利 益 準 備 金 5,194

投 資 有 価 証 券 34,438 そ の 他 利 益 剰 余 金 904,627

関 係 会 社 株 式 49,511 繰 越 利 益 剰 余 金 904,627

従業員に対する長期貸付金 790 自 己 株 式 △22,089

破 産 更 生 債 権 等 4,887 評価・換算差額等 △7,197

繰 延 税 金 資 産 1,714 その他有価証券評価差額金 △7,197

そ の 他 2,755

貸 倒 引 当 金 △4,887 純 資 産 合 計 2,264,899

資 産 合 計 3,934,344 負 債 純 資 産 合 計 3,934,344

(注) 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（自 平成22年２月１日
至 平成23年１月31日）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 3,165,199

売 上 原 価

製 品 期 首 た な 卸 高 12,965

当 期 製 品 製 造 原 価 1,951,590

合 計 1,964,556

製 品 期 末 た な 卸 高 15,804 1,948,751

売 上 総 利 益 1,216,447

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 986,829

営 業 利 益 229,618

営 業 外 収 益

受 取 利 息 178

受 取 配 当 金 110

受 取 家 賃 600

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 871

ス ク ラ ッ プ 売 却 益 466

還 付 加 算 金 1,621

そ の 他 493 4,341

営 業 外 費 用

支 払 利 息 18,446

為 替 差 損 6,061

そ の 他 2,111 26,618

経 常 利 益 207,341

税 引 前 当 期 純 利 益 207,341

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 30,856

法 人 税 等 調 整 額 27,991 58,847

当 期 純 利 益 148,493

(注) 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（自 平成22年２月１日
至 平成23年１月31日）

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計
資本準備金 利益準備金

その他利益

剰余金

繰越利益

剰余金

前 期 末 残 高 741,682 642,682 5,194 758,593 △23,054 2,125,099

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 ― ― ― 148,493 ― 148,493

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― ― △9,695 △9,695

自 己 株 式 の 処 分 ― ― ― △2,460 10,660 8,200

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

― ― ― ― ― ―

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― 146,033 964 146,998

当 期 末 残 高 741,682 642,682 5,194 904,627 △22,089 2,272,097

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金

前 期 末 残 高 △4,701 2,120,397

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 ― 148,493

自 己 株 式 の 取 得 ― △9,695

自 己 株 式 の 処 分 ― 8,200

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△2,496 △2,496

当 期 変 動 額 合 計 △2,496 144,501

当 期 末 残 高 △7,197 2,264,899

(注) 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価

方法

① 子会社株式及び関連会社

株式

移動平均法による原価法

② その他有価証券

　 時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

　 時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評

価方法

総平均法による原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）

ただし、貯蔵品の容器は個別法による原

価法（収益性の低下による簿価切下げの

方法）

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を

除く）

定額法によっております。

ただし、取得価額10万円以上20万円未満

の少額減価償却資産については３年間の

均等償却によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであり

ます。

　建物 ８～38年

　構築物 ７～40年

　機械及び装置 ４～８年

　車両運搬具 ４年

　工具、器具及び備品 ２～15年

(2) 無形固定資産（リース資産を

除く）

定額法によっております。

ただし、ソフトウエア（自社利用分）に

ついては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっておりま

す。
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(3) リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引

に係るリース資産については、リース期

間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 債権等の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

(2) 賞与引当金 従業員賞与の支払に備えるため、将来の

支給見込額のうち当事業年度の負担額を

計上しております。

(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務の見込額に

基づき、当事業年度末において発生して

いると認められる額を計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処理してお

ります。

各事業年度の数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法によ

り、それぞれの発生年度の翌事業年度か

ら費用処理することとしております。

４ その他計算書類作成のための基本

となる重要な事項

(1) 外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

(2) 消費税等の会計処理方法 税抜方式を採用しております。
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貸借対照表に関する注記

１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 373,382千円

土地 299,581千円

　合計 672,964千円

担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 150,250千円

長期借入金（1年内返済予定の長期借入金含む） 237,874千円

　合計 388,124千円

２ 有形固定資産の減価償却累計額 1,289,474千円

３ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているものは、次のとおりでありま

す。

短期金銭債権 41,599千円

短期金銭債務 9,497千円

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 208,529千円

仕入高 86,371千円

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 84,922株
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税効果会計に関する注記

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産）

(1) 流動資産

　賞与引当金 16,337千円

　たな卸資産評価損 9,884千円

　法人事業税 3,808千円

　その他 748千円

　 小計 30,778千円

　評価性引当額 △9,884千円

　 合計 20,894千円

(2) 固定資産

　投資有価証券評価損 35,375千円

　投資有価証券評価差額金 2,880千円

　貸倒引当金 1,956千円

　退職給付引当金 1,600千円

　その他 113千円

　 小計 41,926千円

　評価性引当額 △40,212千円

　 合計 1,714千円

　繰延税金資産合計 22,608千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主

な項目別の内訳

法定実効税率 40.0％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.6％

住民税均等割等 1.8％

評価性引当額の増減 △18.3％

その他 0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.4％
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リースにより使用する固定資産に関する注記

リース取引開始日が平成21年１月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取

引

　１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

機械及
び装置
(千円)

車両
運搬具
(千円)

工具、器具
及び備品
(千円)

ソフト
ウエア
(千円)

合計
(千円)

取得価額相当額 19,236 15,941 64,731 14,220 114,128

減価償却累計額
相当額

18,274 11,525 40,814 11,139 81,753

期末残高相当額 961 4,415 23,916 3,081 32,375

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産及びソフトウエアの期末
残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

　２ 未経過リース料期末残高相当額

　１年以内 19,836千円

　１年超 12,538千円

　 合計 32,375千円

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産及びソフ
トウエアの期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しており
ます。

　３ 支払リース料及び減価償却費相当額

　支払リース料 25,599千円

　減価償却費相当額 25,599千円

　４ 減価償却費相当額の算定方法

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

１ リース資産の内容

有形固定資産

  半導体用材料生産設備等であります。

２ リース資産の減価償却の方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

― 30 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2011年03月30日 17時01分 $FOLDER; 30ページ （Tess 1.20 20100222_01）



　

関連当事者との取引に関する注記

　該当事項はありません。

１株当たり情報に関する注記

１ １株当たり純資産額 320円 12銭

２ １株当たり当期純利益 21円 02銭

重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書

平成２３年３月１５日

株式会社 トリケミカル研究所

　 取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
公認会計士 原 勝彦 ㊞

業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
公認会計士 小林 宏 ㊞

業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
公認会計士 前田 隆夫 ㊞

業 務 執 行 社 員

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社トリケミ
カル研究所の平成２２年２月１日から平成２３年１月３１日までの第３３期事業年
度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附属明細
書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びそ
の附属明細書に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な
虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を
基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によ
って行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示
を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合
理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正
妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に
係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載
すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成22年２月１日から平成23年１月31日までの第33期事業年度の
取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の
上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及
び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の
分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の
収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席
し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及
び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必
要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関
する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）の状況を監視及び検証いたしました。なお、財務報告に係る内部統制につき
ましては、取締役等及び新日本有限責任監査法人から当該内部統制の評価及び監査
の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。子会社については、
子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会
社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報
告及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正
に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）
を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って
整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づ
き、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしま
した。
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２．監査の結果
　（１）事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正
しく示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す
る重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、
財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

　（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認
めます。

　（３）連結計算書類の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認
めます。

　 平成23年３月22日

株式会社トリケミカル研究所 監査役会

常勤監査役 木 曽 幸 一 ㊞

社外監査役 伊 藤 晶 夫 ㊞

社外監査役 梅 澤 宣 喜 ㊞

社外監査役 勝 又 喜 代 治 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

　

　議 案 剰余金の処分の件

当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要課題の一つとして認識しており、

将来の事業展開と財務体質強化のために内部留保の充実を考慮しつつ、当面は安

定配当を指向しながら、将来的には業績動向並びに配当性向等を総合的に勘案し

て株主への利益還元を行っていく方針であります。

このような方針の下、当期の期末配当については、下記の通りとさせていただ

きたいと存じます。

① 配当財産の種類

　 金銭といたします。

② 配当財産の割当てに関する事項及び総額

　 当社普通株式１株につき５円 総額35,376,190円

③ 剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成23年４月28日

以 上
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株主総会会場ご案内図

会 場
八王子市芸術文化会館 いちょうホール

１階 第１展示室
〒192-0066 東京都八王子市本町24番１号

TEL 042-621-3001

　 交通のご案内　●徒歩 ＪＲ八王子駅北口から13分

  ●バス ＪＲ八王子駅北口・京王線京王八王子駅から

  〔みつい台(いちょうホール前経由)行〕で約５分

  「いちょうホール前」下車

　 ＪＲ八王子駅北口６～10番・京王線京王八王子駅

　 １～３番のりば発バスから「横山町三丁目」又は

　 「八日町一丁目」下車徒歩３分

(お願い) 当日は会場周辺道路及び駐車場の混雑が予想されますので

お車でのご来場はご遠慮願います。
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